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第１章 はじめに 

 

１-１ 新水道ビジョン策定の趣旨 

 

平成 21 年３月に策定された「津和野町水道ビジョン」は、平成 16 年６月に厚生労働省

が水道関係者の共通の目標となる水道の将来像とそれを実現するための具体的な施策を明

示した「水道ビジョン」と平成 19年度に策定された「第１次津和野町総合振興計画」をも

とに、策定後 10年間の水道事業の方向性と具体的な施策を推進するための基本的な目標を

掲げ、その運営を行ってきました。 

こうした中、厚生労働省は、日本の総人口の減少、東日本大震災の経験などを教訓とし、

それまで５つあった政策目標を「安全」・「強靭」・「持続」の３つに再編した「新水道ビジ

ョン」を平成 25 年３月策定し、50 年後、100 年後の水道事業の理想像や取り組みの方向

性、当面の目標などを示しました。 

本町でも平成 29 年６月策定の「第２次津和野町総合振興計画」に基づき、平成 25 年７

月の島根・山口豪雨災害の経験と、大きく変化する社会経済状況を踏まえて計画の内容見

直しや事業計画の検討等を行い、本町のかかえる水道事業の現状と課題を明確にする中で

今後 10 年間の水道事業の方向性と具体的な施策を推進するため、平成 31 年度に津和野町

水道ビジョンの見直しを行い、今後の事業運営の指標となる「津和野町新水道ビジョン」

を策定することとしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省 新水道ビジョン 

厚生労働省が掲げる水道の理想像 



 

 

 

１-２ 新水道ビジョンの位置づけ 

 

「津和野町新水道ビジョン」は上位計画となる「第２次津和野町総合振興計画」や厚生

労働省の「新水道ビジョン」における施策等との整合を図り、本町水道事業の将来を見据

えた水道事業のビジョンとします。 

本ビジョンに示した目標は、今後とも水道事業を継続していくために必要な施策のうち、

早急に取り組まなければならない課題に対する施策を具体的に示し、計画的な事業運営を

推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１-３ 計画期間 

 

「津和野町新水道ビジョン」は、本町の目指す理想像の実現を目的とし、計画期間を平

成 31年度から令和 10（2028）年度までの 10年間とします。 

 

上位計画 

新水道ビジョン（厚生労働省） 

平成 25年３月公表 

【基本理念】 

「地域とともに、信頼を未来につなぐ日本の水道」 

【目 的】 

「安心」、「強靭」、「持続」の３つの観点から、50年

後、100年後の水道事業の理想像や取り組みの方向

性、当面の事業計画を明示する。 

第２次津和野町総合振興計画 

平成 29年６月策定 

計画期間：平成 29年～令和８年 

【基本方針】 

「安全で良質な水の安定供給を図るた

め、上水道の計画的な整備を進めると

ともに、経営の健全化に努める。」 

(1)水道施設の整備 

(2)水道未普及地域の解消 

(3)水道事業経営健全化計画の推進 

津和野町新水道ビジョン 

令和２年３月策定 

計画期間：平成 31年度～令和 10年度 

【基本理念】 

「安全と信頼を未来につなぐ津和野の水道」 

【目 標】 

安全：安全で安心な水の供給 

  強靭：安定して供給できる強靭な水道 

持続：持続可能な事業運営 



 

 

 

第２章 これまでのビジョンの取り組み 

 

２-１ 主要施策の実施計画 

 

 平成 21 年３月に策定した旧ビジョンでは、「安心」・「安定」・「持続」・「環境」の視点か

ら、本町水道事業が取り組む施策を以下のように掲げています。 

 

旧ビジョンの施策体系図 

 

目 標 主要施策 具体的な施策 

安心・安全な給水の確保 

水源の確保・保全 水源の確保と取水能力の維持 

水質管理の適正化 水質検査計画に基づいた適切な水質検査の実施 

浄水施設の充実 基準を満たせる浄水施設の整備 

水道未普及地域の解消 現状把握・給水方策を検討し、施設整備を図る 

安定した給水の確保と 

災害への対応 

計画的な施設整備 
適切な施設能力の確保と安定した給水機能の維持

向上を図る 

水道事業の統合 平成 28年度末までに事業統合する 

災害対策等の充実 危機管理マニュアルの整備 

健全な事業運営の持続 

積極的な経営改善の推進 
組織の見直し、事務事業の効率化、コスト縮減など

の経営改善の推進 

健全な経営計画の策定 施設維持管理における民間活力導入の検討 

適正な水道料金体系の設定 
合併前の料金体系を見直し、適正な料金体系の設

定 

水道利用者サービスの充実 
水道事業の業務状況等の情報を積極的に提供し、

透明性向上と説明責任を果たす 

環境に対する影響の軽減 環境にやさしい施策の実施 
水資源やエネルギーなど環境に配慮した事業推進 

建設副産物等資源リサイクルへの対応 

 

  



 

 

 

第３章 水道事業の概要 

 

３-１ 津和野町の概要 

 

１）沿革 

津和野町は平成 17 年９月 25 日に旧津和野町、旧日原町が合併し、新「津和野町」が

誕生しました。島根県の西端で、県庁所在地の松江市から約 200 ㎞に位置しており、益

田市や吉賀町、山口県山口市及び萩市に隣接しています。総面積は 307.03k ㎡で、その

うち森林が占める割合は９割です。耕地面積は 11.6 k㎡、主な作物は水稲であり耕地面

積の半分近くを占めます。標高は 40mから 1,260mまでと起伏に富んでいます。平野部の

気候は内陸的気候で比較的温暖です。年間平均気温は 14℃前後、年間平均降水量は 1,600

㎜程度です。冬季の冷え込みは厳しいものがありますが、近年の積雪量は比較的少なく、

年間を通じて穏やかな住みやすい気候となっています。 

旧津和野町は、山あいに白壁と赤瓦の家並みがつづき、西に山城の跡がみえる城下町

で、歴史を生かしたまちづくりが「日本遺産」として認定されています。一方、旧日原

町は、幕府の直轄地として、明治維新まで天領として独自の文化を育んできました。 

津和野の町並みを見下ろすようにそびえる秀峰青野山と、西日本では稀に見るブナの

原生林に覆われた安蔵寺山があり、町の中心を流れる一級河川高津川とその支流に市街

地、集落、農地が点在する典型的な中山間地域です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

２）総人口の推移 

本町の人口は、昭和 35年の 21,157人以降、減少が続いており、平成 22年では 8,427

人、平成 30年では 7,371人となっています。 

昭和 35 年を 100 とした指数でみると、全国平均は平成 27 年に 136.0 ですが、島根県

は 78.1、本町はそれを大きく下回り 36.2となっています。全国の人口は昭和 35年から

平成 22年まで増加しましたが、本町では昭和 40年以降減少しています。平成 28年１月

に策定された「津和野町人口ビジョン」の将来推計によると、減少傾向は今後も継続し、

令和 7(2025)年には約 6,000 人、令和 17(2035)年では 5,000 人を下回ると予測されてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：新町建設計画より 

出典：第 2次津和野町総合振興計画
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３-２ 水道事業の概要 

 

１）水道施設の概要 

津和野町の上水道は、高津川・津和野川などを流れる水（表流水）と、町内各地から

くみ上げられた地下水で、町内全域に安定した水の供給を行っています。 

水源地は、自己水源として 26 井保有（内予備５井）しており、合計 4,377.6 ㎥/日の

取水能力があります。配水池※は合計 36基あり、総貯水量は 4,680.54 ㎥です。 

 

水道施設一覧表（水源地・浄水場・配水池）         平成 31年 3月現在 

水 源 ■表流水 □ダム □伏流水 ■地下水 □受水 □その他 

施 設 数 
浄水場設置数 26 

管路延長 195.490ｍ 
配水池設置数 36 

施設能力 4.439㎥/日 施設利用率 72.57％ 

 
浄水場名 

水 源 名 
所在地 水源種別 浄水方法 配水地 給水区域 

笹山浄水場 

第１（笹山） 
笹山 湧水 

塩素滅菌 

紫外線処理 

第１ 
森村,後田,笹山 

第３ 

瀬戸浄水場 

第２（瀬戸） 
鷲原 湧水 

塩素滅菌 

紫外線処理 

第２ 鷲原,中座,町田, 

高峯,田二穂, 

寺田,耕田 第５ 

門林浄水場 

第３（門林） 
中座 表流水 

塩素滅菌 

緩速ろ過 
第４ 中座（門林） 

大蔭 鷲原 地下水 予備 予備  

和田 耕田 表流水 予備 予備  

戸谷 部栄 浅層地下水 
塩素滅菌 

急速ろ過 

戸谷 

内美,部栄,邑輝 

長福,中川,山下 

上高野 

下高野第１ 

下高野第２ 

長野 

中曽野 中曽野 浅層地下水 
塩素滅菌 

紫外線処理 
中曽野 中曽野 

吹野 吹野 表流水 
塩素滅菌 

緩速ろ過 
吹野 吹野 

豊稼 豊稼 表流水 
塩素滅菌 

緩速ろ過 
豊稼 豊稼 

直地 直地 表流水 
塩素滅菌 

緩速ろ過 
直地 直地（直地上） 

野中 内美 浅層地下水 塩素滅菌のみ 野中 野中 

商人 商人 表流水 
塩素滅菌 

緩速ろ過 
商人 商人 



 

 

 

野広 直地 表流水 
塩素滅菌 

緩速ろ過 
野広 直地（野広） 

白井牧ヶ野 名賀 表流水 
塩素滅菌 

緩速ろ過 
白井牧ヶ野 名賀 

第 1(日原) 枕瀬 浅層地下水 塩素滅菌のみ 第５ 日原,枕瀬 

第 2(日原) 河村 浅層地下水 塩素滅菌のみ 第２ 河村 

第 3(日原) 池村 浅層地下水 塩素滅菌のみ 
鬼ヶ峠 冨田,青原,渓村, 

柳村 
第３ 

柳 

第 4(日原) 河村 浅層地下水 急速ろ過 
第４ 

池村,添谷 
野地 

軍場谷 左鐙 表流水 
塩素滅菌 

緩速ろ過 

枕瀬山 瀧元,須川, 

相撲ケ原,左鐙(畳) 
小倉谷 

桐長峠 

左鐙 左鐙 浅層地下水 
塩素滅菌 

緩速ろ過 
左鐙 

左鐙 

(左鐙東,左鐙西) 

上横道 左鐙 表流水 
塩素滅菌 

緩速ろ過 
上横道 左鐙（上横道） 

下横道 左鐙 浅層地下水 塩素滅菌のみ 下横道 左鐙（下横道） 

野地 河村 表流水 予備 予備  

柳 柳村 表流水 予備 予備  

渓村 渓村 表流水 予備 予備  

麓耕 直地青野 地下水 塩素滅菌のみ 麓耕 耕田（麓耕） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[配水池] 

配水池とは配水を行うために必要な水圧を確保し、配水量の時間変動を調整するための水槽です。ま

た、非常時にはその貯留水を利用して断水の影響を軽減する役割を持ちます。配水池容量は一日最大給

水量の 12時間分が標準とされています。 

[表流水] 

一般的に河川や湖沼の水などの地表水のこと。水利用の観点から地下水に対していう。 

[浅層
せんそう

地下水
ち か す い

] 

降水や河川水、貯水池等の水が地表面から浸透してそのまま地下水となるような、深度 30m 程度までを

流れる地下水のこと。不圧地下水。 

[塩素滅菌] 

塩素の強い殺菌作用によって、飲料水中の病原菌などを殺し、飲料水としての安全性を確保している。 

[紫外線処理] 

クリプトスポリジウムなどの病原性原虫を、紫外線の照射により不活化性化することにより人への感染

を防ぐ。 

[緩速ろ過] 

砂をろ材として、１日に４～５ｍの遅い速度でろ過し、砂層表面や砂層内部に増殖した微生物で作られ

た生物ろ過膜によって、水中の不純物を除去する浄水処理方法。 

[急速ろ過] 

原水中の懸濁物質を化学薬品である凝集剤を用いて、凝集沈殿させ大きな懸濁物質を除去するとともに、

残りの微細な濁質を１日 120～150ｍの速い速度でろ過する浄水処理方法。 



 

 

 

 
  

浄水施設フロ－図 



 

 

 

  



 

 

 

  



 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

２）水道事業の概要 

旧町において、津和野町で昭和 33 年、日原町で昭和 37 年に給水を開始し、各町で行

っていた水道事業を引き継ぎ、平成 17年の合併以降運営を行ってきました。 

平成 29年度末に４簡易水道事業※(津和野・直地・日原・左鐙)を統合し、平成 30年４

月 1 日から新たに上水道事業※への事業認可を受け、津和野町水道事業として運営を行

っています。 

平成 30 年度末の整備状況は、水道普及率 94.6％となっており、町民の生活基盤を支

えるインフラとして重要な役割を果たしています。 

 

津和野町の水道事業認可 

区 分 事業名 
認可計画 平成 30年度実績 

計画給水人口(人) 
計画 1日最大 

給水量(㎥/日) 
給水人口(人) 

1日最大 

給水量(㎥/日) 

上水道 

事業 

津和野町 

水道事業 
7,164 4,220 6,954 4,273 

 

給水区域※ 

給水区域 

鷲原 中座 町田 森村 後田 寺田 高峯 田二穂(喜時雨 山入 

虹ヶ谷の一部 中原) 耕田(下千原 和田の一部 麓耕) 直地 内美 

部栄 邑輝 長福 中川 山下(下組 川尻の一部) 豊稼 中曽野 吹

野 笹山 名賀(白井) 日原 枕瀬 瀧元 河村 池村 冨田(小瀬 

青原団地) 青原 添谷(奥殿を除く。) 須川(須川元郷 小倉谷)  相

撲ヶ原(相撲ヶ原上 相撲ヶ原下(須郷及び笹ヶ峠の一部を除く。)) 溪

村(宿谷 程彼(赤木を除く。)) 柳 商人 左鐙(左鐙東(割左手を除

く。) 左鐙西(平野及び小屋ヶ谷を除く。)  畳(集議を除く。) 上横

道(岳及び福谷を除く。) 下横道 一の谷(小合)) 

 

[簡易水道事業] 

水道法による適用を受け、計画給水人口が 5,000 人以下の水道事業。施設が簡易ということではなく、

給水人口の規模が小さいものを簡易と規定している。 

[上水道事業] 

計画給水人口が 5,001 人以上の水道事業。 

[給水区域] 

水道事業者が許可を受け、需要に応じて給水を行うこととした区域。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

３）水道事業の沿革 

名称 認可年月日 給水開始年月日 

簡 

易 

水 

道 

事 
業 

①津和野簡易水道 

創設 S30.3.19 S33.1 

第1次拡張 S47.3.31 S49.7 

第2次拡張 S49.10.30 S49.9(高田) 

第3次拡張 S57.11.1 S53.4 

第4次拡張 H2.3.31 H4.4 

第5次拡張 H18.8.21 H19.4 

第6次拡張 H19.7.17 H20.4 

同上変更 H23.3.15 H27.4 

同上変更 H26.3.18 〃 

第1期簡易水道統合整備 H28.3.30  

第2期簡易水道統合整備 H30.3.30  

②下高野簡易水道 

創設 S47.10.5 S54.4 

第１次拡張 S48.10.15  

第2次拡張 S49.8.22  

第3次拡張 S52.9.10 S53.11 

①へ事業統合 H23.3.31  

③中曽野簡易水道 

創設 H8.3.14 H10.5 

第1次拡張 H18.3.22 H20.4.1(吹野) 

第1期簡易水道統合整備 H28.3.30  

④長野簡易水道 
創設 S46.10.2 S47.4.1 

②へ事業統合 S54.4.1  

⑤直地簡易水道 
創設 H14.3.29 H16.5 

第2期簡易水道統合整備 H30.3.30  

⑥日原地区簡易水道 

創設 S36.3.30 S37.10 

第1次拡張 S45.10.21  

同上変更 S47.9.9  

第2次拡張 S60.6.11  

第3次拡張 H12.1.28  

変更 H17.3.8  

第2期簡易水道統合整備 H30.3.30  

⑦左鐙簡易水道 

創設 S49.6.28 S50.4.1 

変更 H15.3.31 H18.4.1(左鐙東・西) 

第2期簡易水道統合整備 H30.3.30  

⑧溪村簡易水道 

創設 S47.9.9 S48.3.31 

⑥へ事業統合 H17.2.23  



 

 

 

⑨柳 簡易水道 
創設 S53.5.20 S53.11 

③へ事業統合 H17.2.23  

簡 

易 

給 

水 

施 

設 

中原簡易給水施設 
創設 S57.4 S57.5 

①へ統合 H23.3.15  

鳥井簡易給水施設 
創設 S57.4 S57.5 

①へ統合 H23.3.15  

沼原簡易給水施設 
創設 S59.12 S60.1.1 

第1期簡易水道統合整備 H28.3.30  

西谷簡易給水施設 
創設 H5.3 H5.4.1 

①へ統合 H23.3.15  

野中簡易給水施設 
創設 H7.3 H7.4.1 

第1期簡易水道統合整備 H28.3.30  

下千原簡易給水施設 
創設 S59.12 S60.1.1 

①へ統合 H18.8.21  

飲 
料 

水 

供 

給 

施 

設 

豊稼飲料水供給施設 
創設 S46.12.20 S47.4.1 

第1期簡易水道統合整備 H28.3.30  

大蔭飲料水供給施設 
創設 S43.1.23 S44.4.1 

①へ事業統合 H23.3.31  

笹山飲料水供給施設 
創設 S43.1.23 S44.4.1 

第1期簡易水道統合整備 H28.3.30  

野広飲料水供給施設 
創設 H6.6.15 H7.4 

第1期簡易水道統合整備 H28.3.30  

和田飲料水供給施設 
創設 H6.6.15 H7.4 

①へ事業統合 H19.7.17  

木野飲料水供給施設 
創設 H12.1.11 H12.8 

第1期簡易水道統合整備 H28.3.30  

白井牧ヶ野飲料水  

供給施設 

供給施設として創設 H13.3.30 H14.4.1 

専用水道として創設 H14.9.30  

第1期簡易水道統合整備 H28.3.30  

上横道飲料水供給施設 
創設 S51.3 S51.10 

第1期簡易水道統合整備 H28.3.30  

下横道飲料水供給施設 
創設 H4.6.12 H5.3 

第1期簡易水道統合整備 H28.3.30  

商人飲料水供給施設 
創設 H4.6.12 H6.3 

⑥へ事業統合 H17.2.23  

 



 

 

 

【簡易水道統合整備】 

中曽野・豊稼・野広・野中・

白井牧ケ野・上,下横道 
第１期簡易水道統合整備 H28.3.30 

津和野・日原簡易水

道へ統合 

津和野・直地・日原・左鐙 第2期簡易水道統合整備 H30.3.30  

 

【経営統合後】 

津和野町町水道事業 創設 H30.4.1  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

第４章 水道事業の現状と課題 

 

４-１ 水需要の動向 

 

平成 30 年度末の水道普及率は 94.6％であり、給水区域内である町内のほぼ全住民に上

水道が普及しています。 

平成 26 年度から平成 30 年度までの行政区域内人口・給水区域内人口及び給水人口は、

毎年減少傾向にあります。 

水道事業の需要を決める重要な要因は給水人口です。(給水人口とは給水区域内に居住し、

水道により給水を受けている人口をいい、給水区域外からの通勤者や観光客は給水人口に

含まれません。)給水人口の減少は給水量の減少、ひいては水道料金収入の減少に直結し事

業経営を圧迫します。 

行政区域内人口・給水区域内人口との比が水道普及率となります。水道普及率に関して

は、過去５年間はおおむね横ばいの実績値を示しています。 

 

年度 H26 H27 H28 H29 H30 増減（％） 

行政区域内人口 7,935 7,814 7,679 7,522 7,348 △7.4 

現在給水人口 7,501 7,412 7,268 7,098 6,954 △7.3 

有収水量 845,627 852,579 842,265 857,056 830.537 △1.8 

水道普及率 92.3 92.7 92.5 94.6 94.6 2.4 

水道給水率 94.5 94.9 94.6 94.6 94.6 0.1 

 

１）給水人口の見通し 

平成 30 年度の給水人口は、平成 20 年度に比べ 1,472 人減少しています。行政区域内

人口、給水区域内人口の減少に伴って、給水人口も同様に毎年約 1.4％の減少が見込ま

れ、20年後の令和 18(2037)年には 33.1%減少すると推計されています。 
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２）給水量等の見通し 

①有収水量 

有収水量とは、料金徴収の対象となった水量のことです。 

年間有収水量は、減少傾向で推移しており、平成 30年度の年間有収水量は、830.537

㎥となっています。有収水量の大半は一般的な生活用使用水量であり、今後の人口減

少に伴い、有収水量も減少していくことが想定されます。 

有収水量が減少すると水道事業の料金収入も減少するため、今後の施設の維持管理

や耐震化等を計画的に行うための事業経営に影響を与えることが懸念されます。 

 

②一日平均給水量及び一日最大給水量の推移 

給水人口一人一日当たりの水の消費量を表す一日平均給水量は、平成 26年度から平

成 30 年度までの推移を見ると、給水人口の減少に伴っていずれも減少傾向にありま

す。 

一日最大給水量は、平成 26 年度から平成 30 年度までにおいて最大が 4,825 ㎥（平

成 27 年度）で、最小は 4,220 ㎥（平成 30 年度）となっており、近年はほぼ安定した

値になっています。 

一日最大給水量は一年間で最も給水量が多かった日の流量です。 

 

 H26 H27 H28 H29 H30 

一日平均給水量（㎥） 3,195 3,372 3,163 3,176 3,154 

一日最大給水量（㎥） 4,438 4,825 4,453 4,250 4,273 

 

３）水需要の見通し 

本町の人口の動向については「津和野町人口ビジョン」でも示されているとおり、将

来人口は年々減少傾向にあると推測されています。普及率の増加を上回る人口減少や町

民の節水意識の高まり、節水器具の普及により、水需要も減少すると考えられます。 

今後は、水需要に合わせた施設規模の適正化や、施設の統廃合について検討する必要

があります。 

 

課題 

・人口減少や節水型社会等による水需要の減少 

・水需要に応じた適切な水運用 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

４-２ 水源及び水質管理の現状と課題 

 

１）水源の状況 

本町水道事業の水源は、表流水と地下水を取水しており、いずれも良好な水質に恵ま

れています。地下水は、地表からの影響を受けにくく水質は一般的に良好であり、浄水

処理や維持管理が比較的容易ではありますが、水質が汚染された場合、回復するには長

期間を要することがあります。そのため、主要な水源である地下水について、今後も適

切な水量が取水できるように、各施設の維持管理に継続して取り組む必要があります。 

近年、地球温暖化などの影響により気象条件の変化が激しく、年間を通じて安定した

取水量の確保ができない時期も想定されるほか、整備してから年数が経過した水源につ

いては、取水量の低下が見られ、水源のメンテナンス実施、新たな水源を確保する等、

継続的に対応していく必要があります。 

また、地震などにより地下水源における水質の汚濁や水量の減少などが生じることも

あるため、予備水源の確保やバックアップ施設の整備を検討する必要があります。 

 

２）水質管理の状況 

本町では、安全かつ清浄な水道水を供給するため、水質検査計画※を策定し、定期及

び臨時の水質調査を実施しています。原水の水質を踏まえて、適切な浄水処理を行って

おり、水質基準の不適合項目もなく、消毒副生成物※も少なく、異臭味なども少なく

「おいしい水」を供給しています。今後とも、水質の監視、特にクリプトスポリジウム
※等の耐塩素性病原微生物汚染が懸念される水源については、継続して十分な監視を続

け、引き続き安全な「おいしい水」を供給しています。 

また、水源の水質については、適切に水質検査を実施し、監視を行っていますが、水

質異常が発生した際の対応など、水質に関する危機管理体制を確立する必要があります。 

 

課題 

・継続的な水源の維持管理 

・水源水質事故への危機管理体制の確立 

 

[水質検査] 

水道法の規定により、定期的に水源で採水した原水や給水栓から採水した浄水を水質基準項目（51項

目）ごとの基準値に適合しているかを判定する検査のこと。 

[水質検査計画] 

平成 16年 4 月に改正された水道法施行規則により、水道事業者は毎年水質検査計画を策定するととも

に、過去の水質検査結果、水源の状況等について総合的に検討し、住民に対して情報提供することと定

められている。 

[消毒副生成物] 

消毒剤が水中の有機物その他の不純物と反応して、意図的に発生する物質のうち、特に毒性の疑いが高

いものをいう。 

[クリプトスポリジウム] 

人の他に哺乳動物の腸内に寄生する病原性原虫。汚染された飲料水などを介して経口摂取することで感

染し、下痢や腹痛を起こす。塩素に強い耐性を有しているため、水道水の消毒程度では不活化させるこ

とができない。 



 

 

 

４-３ 水道施設の現状と課題 

 

本町の水道施設は創設されて以来、給水区域の拡張、給水人口の増加や簡易水道の統合

などによる拡張事業を継続的に実施してきましたが、施工当時の耐震基準により築造され

た施設や布設後相当な期間が経過した管路が多く現存しています。法定耐用年数を経過し

ていても、すぐに使用できなくなるとは限りませんが、今後も安定した施設運用を続けて

いくためには、耐用年数を検討した上で、計画的に更新・改良をする必要があります。 

水道施設の適正な維持管理は、故障や破損などのリスクを抑制し、管路や施設の長寿命

化に繋がります。施設については、構造物や電気・機械設備などの日常点検や定期整備な

どを行い、常に正常運転ができるように努めています。 

 

課題 

・施設の耐震化 

・老朽化施設・設備の更新 

 

４-４ 管路施設の現状と課題 

 

管路延長は平成 30 年度末時点で導水管※が約 5.71 ㎞、送水管※が約 29.32 ㎞、配水管※

が約 160.46㎞となっています。管路の耐震化状況としては、全体の 7.1％が耐震化されて

おり、全国の水準と比較して耐震化は進んでいません。耐震化が必要な管路については、

今後も継続して耐震化に取り組む必要があります。 

また、法定耐用年数を超過した管路が多くあり、今後もこれまで行われてきた事業によ

り整備された管路が続々と法定耐用年数を迎えます。 

管路の老朽化は、材質によって異なりますが、特に硬質塩化ビニル管※の老朽化が進んで

います。老朽化対策には多大な経費と時間・労力が必要となり、財源や人材の確保が必要

となるため、資産管理に基づき計画的に進めていく必要があります。 

更に、管路からの漏水は高い状態にあり、水源を有効に活用するためにも、漏水量の削

減に取り組む必要があります。 

 

課題 

・管路の耐震化 

・老朽管の更新 

・漏水量の削減 

 

 

 

[導水管]  
浄水前の水，原水を浄水施設に送る管。取水施設⇒導水施設（導水管） 

[送水管] 

川や貯水池などから、浄水施設へ水を送る管。浄水施設⇒送水施設（送水管） 

[配水管] 

配水池から使用者まで浄水を配る管。配水施設（配水池）⇒使用者（配水管） 

[硬質塩化ビニル管] 

塩化ビニル樹脂を主原料とする菅。耐食性・耐電飾性に優れ、軽量で接合作業が容易であるという長所

があるが、衝撃や熱に弱く、凍結すると破損しやすいという短所がある。 



 

 

 



 

 

 

 

水道は、社会生活には欠かせないライフラインとなっており、地震などの災害時におい

て給水機能が確保され、断水による社会生活への影響を最小限にとどめることが重要とな

っています。 

平成 25年７月 25日に発生した島根・山口豪雨災害では甚大な被害を受け、「断水」を余

儀なくされました。この災害を経験し、ソフト面では災害時の対応ノウハウは蓄積されま

したが、そのノウハウが組織的に共有され、適切に引き継がれていくために、危機管理マ

ニュアルとして整備することが必要です。 また、災害発生等の緊急時にマニュアルに沿っ

た行動ができるよう、防災災害訓練等の定期的な取り組みが行われることが必要です。 

緊急支援、連絡体制についても小規模な水道事業者が多い本県においては、大規模災害

発生時において、他事業者からの支援が欠かせないことから、広域的な応援体制を強化す

る必要があります。 

ハ－ド面では災害時においても安全な水道水を安定して供給するため、応急給水※拠点と

なる浄水・配水施設や水道水を供給する管路が機能するよう、必要な耐震化を図っていく

必要があります。 

 

課題 

   ・危機管理マニュアルの策定 

   ・応急給水体制・応急復旧体制の強化 

   ・防災訓練などの実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４-５ 災害対策と危機管理の現状と課題 

[応急給水] 

地震、風水害等、施設の事故により、水道管による給水ができなくなった場合に、被害状況に応じて拠

点給水、運搬給水及び仮設給水設備による給水等を行うこと。 



 

 

 

【平成 25 年７月 25 日島根・山口豪雨災害の概要】 

１）洪水、土砂災害等による被害の概要 

記録的豪雨により、名賀地区を中心に大規模な山腹崩壊や土石流が多数発生し、生

活道である県道の流失などにより３集落が孤立、孤立者の救助や生活物資の輸送等が

必要となりました。 

また、河川の氾濫や土砂崩れなどにより、多くの住家や農地が浸水の被害にあった

ほか、主要道路である国道２路線、県道３路線が一時全面通行止め、ＪＲ山口線の鉄

道が流失し益田－宮野間が不通となるなど、多数の公共土木施設や農地・農業関係施

設等が被害を受け、住民生活に大きな影響を及ぼす甚大な被害が出ました。教育関係

施設では、学校施設に被害はありませんでしたが、鷲原八幡宮の裏山崩落や西周旧居

の床下浸水など一部史跡（５箇所）で被害が発生しました。 

 

２）住宅等の被害 

住宅等の被害状況については、土砂崩れや土石流による損壊および河川の氾濫等に

よる浸水が主なものとなっており、住宅５棟が全壊するなど、甚大な被害が発生しま

した。 

    【住宅等被害の状況】 

被害の状況 件数 被害の状況 件数 

全壊 ５棟 床上浸水 ７棟 

半壊 ８棟 床下浸水  93棟 

 

 

 

 

３）ライフライン等の被害 

ライフラインの被害状況については、土砂災害による水源取水口の閉塞や増水によ

る配水管の破断などにより最大 1,859戸（3,818人）で断水し、断水区域へは町がポリ

タンクで飲料水を供給したほか、7月 30日には、日本水道協会島根県支部（松江市上

下水道局）から 2t給水車１台、300ℓタンク積載車両１台、職員４名の派遣を受け、８

月１日午前中まで対応にあたりました。 

また、停電や電話線等の断線により固定電話や携帯電話、ＣＡＴＶも不通となった

ため、一時、被災地への情報伝達ができなくなり、災害対応に支障をきたす事態とな

 



 

 

 

りました。 

【ライフライン被害の状況】 

インフラ関連 被害件数等 復旧 

 

水道 
1,859世帯  

3,818人 
８月 12日 

下水道 2世帯 6人 ８月４日 

停電 140世帯 ８月９日 

固定電話 名賀、高峯全戸不通 ８月４日 

携帯電話 名賀、高峯全戸不通 ８月４日 

ＣＡＴＶ 名賀、高峯全戸不通 ８月 14日 

   

   

４）災害による水道の被害状況  

平成 25 年７月 25 日に発生した豪雨による断水戸数は、1,859 世帯に及び、断水解

消までに約３週間を要しました。 

災害による復旧工事額は、総額約 112,381 千円となりました。災害復旧事業による

災害査定額は、簡易水道及び飲料水供給施設で 30,765千円となり、応急復旧が 4,618

千円、浄水施設が 7,386千円、導水管施設が 1,284千円、配水施設が 17,477千円でし

た。  

 

項目 概要 

避難勧告発令地区 

鷲原、森村、中座、町田、後田、直地、名賀、邑輝、 

部栄、内美、田二穂、高峯、山下、新地、池村、河村 

：16地区 

避難勧告発令世帯 1,859世帯 

避難勧告発令対象人数 4,165人 

断水世帯 1,859世帯：3,818人(最大) 

被災施設数 ６施設 

復旧工事完了日 平成 29年 11月 29日 

 

５）激甚災害の指定 

「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」に基づき、津和野町

を襲った豪雨災害が激甚災害として指定された。あわせて、この災害に適用すべき措

置を指定する政令が、８月 15日に閣議決定され、８月 20日に公布・施行されました。 

 

 

 

 

 

応急給水の様子 



 

 

 

４-６ 水道事業経営の現状と課題 

 

１）事業の執行体制 

本町では、環境生活課９名の職員で上水道、下水道、環境衛生の業務を担当していま

す。そのうち水道事業は、上水道係（技術職員４名）と庶務係（事務職員２名）で運営

しています。職員数が少ないため人事異動による水道経験年数の変動が大きくなってい

ます。 

水道事業において継続的にサ－ビスが提供できるよう、公営企業会計制度の知識習得、

施設の維持管理に伴う業務のノウハウや技術の継承など知識の蓄積や技術の継承を進め

ていくことが必要となります。 

 

【環境生活課組織図】 

                             庶 務 係 （２名） 

                        

                                上水道係 （４名） 

            

                            下水道係 （１名） 

                       

環境衛生係（１名） 

 

２）経営状況と課題 

収益的収支と資本的収支の現状を鑑み、健全な経営を継続していくため、経費縮減を

図るとともに、適正な料金設定により経営の安定化と経営基盤の強化を図っていく必要

があります。水道料金収入は、水道事業経営の根幹をなすものであることから収納率向

上の取り組みを進めていきます。また、管路からの漏水を防ぎ、貴重な水資源を守ると

いう観点から有収率※の向上に努め効率的な経営を行います。 

 

３）水道料金体系 

水道料金体系とは、水道料金の算定の基礎となる単価の体系をいいます。家事用、営

業用などの用途別料金体系と量水器の口径による口径別料金体系に区分されます。さら

に、料金算定においては、定額制と従量制に大別され、いずれか一方によるものを一部

料金制といい、両者の組み合わせによるものを二部料金制といいます。本町では口径別

料金体系と従量制の二部料金制を採用しています。 

水道料金は、水道事業者が行う給水サービスに対する代価であり、公共性の高い事業

特性から、水道利用者の負担の公平性が望まれています。また、水道事業は、水道利用

者からの料金で経営しており、将来にわたって事業の健全性を確保するためにも料金体

系や料金水準が適切かどうかを検討する必要があります。 

環境生活課  課長 

〈企業出納員〉 

津和野町長 

〈水道事業管理者〉 

[有収率]  

浄水場などから供給した配水量のうち、水道料金の徴収対象となった水量を示す有収水量の割合を示す

数値。有収率が 100に近いほど効率の良い水道事業が行われていることになる。 

https://kotobank.jp/word/%E6%B0%B4%E9%87%8F-83193
https://kotobank.jp/word/%E6%B0%B4%E9%81%93%E6%96%99%E9%87%91-83108
https://kotobank.jp/word/%E5%89%B2%E5%90%88-665736
https://kotobank.jp/word/%E6%95%B0%E5%80%A4-540470


 

 

 

課題 

  ・適正な料金体系の検討 

 

【水道料金：消費税相当額を含む】 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 令和元年 10月 1日現在  

 

 

基 本 料 金 従 量 料 金（1㎥ごとに） 

口径 新料金 区 分 料金 

13mm 880円 1㎥～10㎥まで 99円 

20mm 1,320円 11㎥～20㎥まで 143円 

25mm 2,750円 21㎥～30㎥まで 187円 

30mm 3,300円 31㎥～50㎥まで 198円 

40mm 4,950円 51㎥～ 220円 

50mm 7,700円   

75mm 10,450円   



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

【経営比較分析表の指標等の解説】 

1 経営の健全性・効率性 

＜経常収支比率(％)＞ 

給水収益や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をど

の程度賄えているかを表す指標です。 

【単年度の収支が黒字であることを示す。100％以上であることが必要です。】 

＜累積欠損金比率(％)＞ 

営業収益に対する累積欠損金(営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益

剰余金等でも補填することが出来ず、複数年度にわたって累積した損失のこと)の状況

を表す指標です。 

【累積欠損金が発生していないことを示す。０％であることが必要です。】 

＜流動比率(％)＞ 

短期的な債務に対する支払能力を表す指標です。 

【１年以内に支払うべき債務に対して支払うことが出来る現金等がある状況を示す。

100％以上であることが必要です。】 

＜企業債残高対給水収益比率(％)＞ 

給水収益に対する企業債残高の割合で、企業債残高の規模を表す指標です。 

【高すぎる場合は借入が多いなどの懸念が、低すぎる場合は必要な投資が行われてい

ないなどの懸念があり、バランスの良い数値が求められます。】 

＜料金回収率(％)＞ 

給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標です。100%を下

回る場合、給水にかかる費用が給水収益以外の収入(一般会計からの繰入金など)で賄

われていることを示します。 

【給水収益で費用が賄えていることを示す。100％以上であることが必要です。】 

＜給水原価(円) ＞ 

有収水量(給水収益につながった水量)１立方メートルあたりについて、どれだけの費

用がかかっているかを表す指標です。 

【低コストで給水できていることを示し、出来るだけ低い値であることが求められま

す。】 

＜施設利用率(％)＞ 

一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を

判断する指標です。数値が低い場合は、施設が遊休状態にあることを示します。 

【一般的に、効率性の観点から高い値であることが望まれます。】 

＜有収率(％)＞ 

施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標です。 

【施設の稼動状況が収益に反映されていることを示す。100％に近い数値が求められ

ます。】 

 

 



 

 

 

２ 老朽化の状況 

＜有形固定資産減価償却率(％)＞ 

土地や建物、設備などの有形固定資産のうち、償却対象資産の減価償却がどの程度

進んでいるかを表す指標で、資産の老朽化度合を示します。数値が高いほど、法定耐

用年数に近い資産が多いことを示しており、将来の更新等の必要性を推測することが

できます。 

＜管路経年化率(％)＞ 

法定耐用年数を越えた管路延長の割合を表す指標で、管路の老朽化度合を示しま

す。数値が高いほど、法定耐用年数を越えた管を多く使用しており、将来の更新等の

必要を推測することができます。 

＜管路更新率(％)＞ 

当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標で、管路の更新ペースを示します。

数値が１％の場合、全ての管路の更新に 100年かかる更新ペースであるということを

示します。  



 

 

 

第５章 将来に向けての基本理念と基本方針 

 

５-１ 基本理念 

 

前水道ビジョンでは、「町民から信頼される、いつまでも安心で安全な水道」を基本理念

に、その実現に向け取り組んできました。今後、水道施設の老朽化による更新需要が増大

する中、人口減少社会の到来により、厳しい経営環境が予想されます。「津和野町新水道ビ

ジョン」ではこのような状況の中でも、旧ビジョンの基本理念を継承しつつ、厚生労働省

の新水道ビジョンで掲げる日本の水道の将来像をもとに、津和野町水道事業の基本理念を

以下のように掲げます。 

 

【基本理念】 

安全と信頼を未来につなぐ津和野の水道 
 

 

５-２ 基本方針 

 

基本理念を実現するため、現状と今後の事業環境をもとに目指すべき方向性を、厚生労

働省が示す「新水道ビジョン」で掲げられた３つの視点である「安全」「強靭」「持続」に

基づき、基本方針を次のようにします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．安 全  ～安全・安心な給水の確保～ 

２．強 靭  ～安定した給水の確保と災害への対応～ 

３．持 続  ～健全な事業運営の持続～ 



 

 

 

第６章 実現方策 

 

６-１ 安全：安全・安心な給水の確保 

 

水道事業として、利用者が安心できる水道水を供給することは非常に重要な役割である

と考えています。豊かな自然に育まれた良好な水源を将来にわたって維持していくために、

水源の保全、水質の安全性を図ることにより安全で良質な水を供給します。 

 

 

 

 

・水質監視体制の強化 

 

 

既存水源の水質保全対策として、水源水質の監視強化と水源地及び周辺地の保

護の推進を進め、安全で安定した水道水の供給を図ります。また、汚染リスクか

ら水源を守るため、定期的な監視や清掃、取水ポンプの更新等により、水源の安

全確保と取水能力の維持に努めます。 

 

 

 

 

 

・津和野町水質検査計画の策定 

 

 

安全な水を町民のみなさまにお届けするためには、水源から給水栓に至るまで

の間で、定期的な水質検査を実施し、水道法に基づいて定められた水質基準に適

合した安全な水道水であることを確認することが必要不可欠です。 

津和野町水道事業では、毎年、検査項目、検査頻度等を定めた津和野町水質検

査計画を策定、実施、公表する中で適切な水質検査を行い、水質の安全性や水道

利用者の信頼性を確保するとともに、検査精度の維持や向上、水質監視の強化に

取り組みます。 

また、いつでも安心して水道水が供給できるように、クリプトスポリジウム等 

    に汚染される恐れのある水源については、基準を満たせる浄水施設の整備を図り 

ます。 

 

 

主要施策①：水源の適切な管理と保全 

主要施策②：水質管理の徹底 

施策内容 

具体的な方策 

施策内容 

具体的な方策 



 

 

 

＜浄水（水道水）の水質検査＞ 

 検査項目 

毎日（１日１回） 色、濁り、残留塩素 

毎月 
一般細菌・大腸菌・塩化物イオン・有機物等・ＰＨ値・味・臭気・色度・

濁度 

３ヶ月に１回 

シアン化物イオン及び塩化シアン・塩素酸・クロロ酢酸・クロロホルム・

ジクロロ酢酸・ジブロモクロロメタン・臭素酸・総トリハロメタン・トリ

クロロ酢酸・ブロモジクロロメタン・ブロモホルム・ホルムアルデヒド・

塩化物イオン・非イオン界面活性剤 

＜原水（水源地から取水した水）の水質検査＞ 

 検査項目 

年に１回 
各水源地において水質基準 51 項目のうち消毒副生成物（11 項目）、味を

除く 39項目 

＜クリプトスポリジウム対策施設率＞ 

目 標 
平成 30年度当初 令和２年度末 令和３年度末 

76.40％ 88.20％ 94.10％ 

＜クリプトスポリジウム年度別実施工事＞ 

目 標 
令和２年度 令和３年度 令和５年度 

日原第２浄水場 日原第１浄水場 下横道浄水場 

 

  

              

 

 

 

 

 

   ・「水道未普及地域解消計画」に基づいた未普及地域の解消 

 

主要施策③：水道未普及地域の解消 

施策内容 

具体的な方策 

滅菌機 紫外線照射装置 



 

 

 

水道未普及地域の生活環境の改善を図るために、水量・水質のなどの現状把握・

給水方策を検討し、地域の要望の要請、事業後の利用見込み等総合的に考慮し、

条件の整ったところから施設整備を図ります。 

 

６-２ 強靭：安定した給水の確保と災害への対応 

 

本町では、平成 29年度末にすべての簡易水道が上水道に統合されました。老朽化した管

路や施設は漏水量の増大や漏水事故発生の原因となるばかりでなく、修繕費等の維持管理

費の増大につながることから、計画的な対策を講じていく必要があります。今後は老朽化

した施設等を計画的に整備することにより、安定した給水の確保を図ります。 

また、津和野町地域防災計画により、事故・災害の被害を最小限にとどめ、迅速に復旧

できるよう対策を講じます。 

 

 

 

 

・施設の更新 

・管路の更新 

 

 

平成 30年度に策定した津和野町水道事業経営戦略の投資計画に基づき、老朽化

した施設については、耐用年数、機能劣化の状況を見ながら計画的な更新・修繕

を行い、適切な施設能力の確保と安定した給水機能の維持向上を図ります。 

 

＜水道管路緊急改善事業：管路更新率＞ 

目 標 
平成 30年度当初 令和２年度末 令和３年度末 

7.10％ 23.00％ 49.20％ 

 

 

 

主要施策①：水道施設の計画的な更新 

施策内容 

具体的な方策 

沼原配水池 笹山浄水場・配水池 



 

 

 

 

 

 

 

・重要度の高い基幹管路等の優先的な耐震化 

 

 

全ての管路を耐震化するには膨大な費用と労力が必要となります。そのため災

害時や破損等の事故により、町民生活に重大な影響を及ぼす恐れがあり、水道施

設の中でも、重要な管路として定義されている基幹管路（導水管、送水管、配水

本管を合わせた管路）及び病院等重要給水施設には確実に水供給が可能となるよ

う、老朽化や重要度の状況により、優先順位の高いものから更新・耐震化を計画

的に行っていきます。 

 

 

 

 

 

・老朽管の更新 

 

 

管路は、長大かつ広範囲にわたる地中構造物であり、更新に多額な経費を要す

るだけでなく、短期間で実施することが困難であるため、計画的かつ先行的に老

朽管の更新を実施していく必要があります。そのため、施設や設備の更新に併せ

て計画的に更新事業を進め、健全性確保に努めます。更新後の管種は耐震性を有

し、かつ、長期間の使用が可能な管路材料の採用を基本とします。 

   

  

 

 

 

 

主要施策②：基幹管路等の耐震化 

主要施策③：老朽管路の更新 

施策内容 

具体的な方策 

施策内容 

具体的な方策 

老朽化した管 老朽化した管路内

面 



 

 

 

 

 

 

   

・危機管理マニュアルの作成 

・応急給水体制と防災用資機材の整備 

・防災非常時の体制の確立 

 

 

津和野町地域防災計画を踏まえた災害予防対策として、風水害、地震等の災害

発生に伴う水道施設の損壊及び断水時間を最小限にとどめるよう施設の安全性の

強化に努めます。また、被災により給水機能を継続できなくなった場合は、災害

応急対策として復旧作業を迅速に行い、給水が再開できるよう活用可能な水源、

配水場を最大限に利用するとともに、防災用資機材の整備拡充、防災非常体制の

確立を推進します。 

また、大災害発生時の職員の初動体制、町内水道工事業者や近隣市町及び関係

機関との連携について、協力体制の確認を行います。 

なお、(公社)日本水道協会島根県支部で策定されている「水道災害相互応援対 

策要綱」では、それに基づいた応急給水や応急復旧に全面的に協力する体制が構 

築されています。本町も引き続き協力体制を維持していきます。 

 

 

 

 

 

６-３ 持続：健全な事業運営の持続 

  

給水人口や給水量が減少した状況においても、水需要の動向を把握し、時代の変化に柔

軟に対応できるよう効率的な事業運営や健全な財政を目指します。また、住民ニーズの把

握と積極的な情報提供を行うことで水道サービスの充実を図ります。 

 

 

 

主要施策④：災害対策等への対応 

施策内容 

具体的な方策 

災害：稲成丁 災害：名賀地区 



 

 

 

 

 

 

  

・津和野町水道ビジョンの運用 

・津和野町水道事業経営戦略※の策定 

・津和野町水道事業アセットマネジメント※計画の策定 

 

 

本町では人口減少により料金収入が減少することが考えられ、経営状態が厳し

くなると想定されています。この様な中でも安全で安心な水を供給するためには、

主要施設の耐震化や更新等の事業を着実にそして効率的に進めていかなければな

りません。また、安易に料金改定するのではなく、使用者としての適正な区分の

あり方や各種業務内容の見直し等、様々な角度から検討していかねばなりません。 

そのためにも、より長期的で健全な経営を維持するための計画（経営戦略）を

策定し事業に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

・水道料金の適正化の検討 

 

 

給水人口減少により料金収入が減少する中で、水道施設の老朽化が進み、新た

に更新が必要となる水道施設が増加することにより、更新や修繕のために必要な

資金の確保が厳しくなります。水道事業が担う「安全で安心な水の供給」のため

の役割を将来にわたって持続させていくためには、必要な施設・管路の更新に着

手するための資金を確保し、健全な財政状況を維持していくことが必要です。 

今後は、事業運営の効率化による費用の圧縮を図るとともに、料金収入の減少

を踏まえた適正な料金体系について検討していきます。 

なお、料金改定を行う際は、町民の皆様に対して、十分な説明を行い、理解し

て頂けるよう努めます。 

 

主要施策②：適正な水道料金の設定 

主要施策①：健全な経営計画の継続 

具体的な方策 

施策内容 

施策内容 

具体的な方策 

[水道事業経営戦略] 

総務省が「公営企業の経営に当たっての留意事項」において、経営等について適格な現状把握を行った

上で、中長期的な視野に基づく計画的な経営に取り組み、徹底した効率化、経営健全化を行うよう策定

を求めたもの。 

[アセットマネジメント] 

厚生労働省が示した資産管理手法の一つで、水道分野では中長期的な視点に立ち、水道資産の持続 に必

要な費用投資額やその効果を検討する活動をいう。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：平成２９年度島根の水道 



 

 

 

 

 

 

 

・外部研修の積極的な参加 

・内部での情報共有・マニュアル等の作成  

 

 

安全で安定的な水道水を適正な価格で供給するには、水道事業を担う職員の育

成と技術の継承がかかせません。水道事業の運営は公営企業としての特殊性や高

い知見と技術力を必要としており、中期的な視点で、水道業務経験度の高い職員

の確保や技術専門職員の育成に努めます。 

また、これまで蓄積された技術をマニュアル等の作成による情報の共有化や職

員の研修参加機会の確保、技術資格取得に対する支援、奨励を積極的に行い、職

員の意識改革を促し、技術基盤を強化して行きます。 

 

 

 

 

 

・老朽管の更新 

・漏水調査の実施 

 

 

近年の有収率は減少傾向となっています。この原因は、老朽管等からの漏水に

よる影響が大きいと思われます。そのため、収益につながらない漏水を早急にな

くすため、計画的な漏水管の更新と漏水調査を実施し、有収率の向上に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 標 
平成 28年度 ⇒ 令和 9年度末 

72.77％  ⇒  90.0％ 

 

 

主要施策③：技術の継承 

主要施策④：有収率の向上 

施策内容 

施策内容 

具体的な方策 

具体的な方策 

漏水中の現場 漏水工事の現場 



 

 

 

第７章 フォロ－アップ 

 

７-１ 進捗管理 

  

主要施策で掲げた施策を推進するためには、具体的な実施計画を各種策定し、事業を実

施するとともに、目標の達成度を評価し改善検討を行う進捗管理が必要です。 

進捗管理には、実施計画の策定や事業の実施、目標達成状況の確認、改善の検討を一連

の流れで行う「計画の策定(Ｐｌａｎ)」、「事業の推進(ＤＯ)」、「目標達成状況の確認(Ｃｈ

ｅｃｋ)」、「改善策の検討(Ａｃｔｉｏｎ)」のＰＤＣＡサイクルにより行います。 

 


